
一般会計

より詳しい内容は、情報公
開コーナー（田無庁舎５階）・
市kにある『令和８年度予算
の概要』でご覧になれます。

歳入・歳出の（　）内は「市民１人当たり」の金額です。　※「市民１人当たり」の金額は、令和８年３月1日現在の西東京市の人口（20万7,097人）で計算しています。

特別会計および公営企業会計
区分 令和８年度予算額 増減率

特別会計 455億2,551万円 4.9％
国民健康保険特別会計 194億2,894万円 2.7％
駐車場事業特別会計 ２億2,493万円 80.4％
介護保険特別会計 195億1,581万円 5.4％
後期高齢者医療特別会計 63億5,583万円 9.4％

公営企業会計 47億7,466万円 9.7％
下水道事業会計 47億7,466万円 9.7％

※下水道事業会計の予算額は、支出予算の総額としています。

　令和８年度予算は、これまで取り組んできた「子どもが『ど真ん中』のまちづくり」「次世代につなぐ環境施策」「恒久平和への願いを市民と
ともに取り組む平和施策」「若者と一緒にまちづくりを推進する若者施策」の４つの柱をさらに発展させつつ、SDGsの理念やスマートウエ
ルネスシティの視点などを踏まえ、施設整備や道路整備のほか、施設などの老朽化対策に積極的に予算配分した編成となっています。また、
次世代につなぐまちづくりに向けた取組を進めるとともに、持続可能で自立的な自治体経営の確立に向けて、公債費管理の徹底をはじめ
とした財政基盤の強化を図っていきます。　　　　※各予算額は原則として表示単位未満を四捨五入していますので、合計と一致しない場合があります。

依存財源
500億4,614万円（24万1,656円） 54.7％
国や都などの基準や意思決定に従い
収入される財源

地方消費税交付金の使い道
【地方消費税交付金】
増えた分：�平成26年４月および令和元年10月の消費税引き上げによ

る地方への交付金
　　　　　⇒令和８年度歳入予算のうち37億1,100万円
使い道：子育て支援や障害福祉関係などの社会保障

森林環境譲与税の使い道
予算額：2,500万円
使い道：�「地球温暖化防止対策基金」に積み立て、地球温暖化防止の取

組など。なお、令和８年度は「地球温暖化防止対策基金」を、
小中学校の備品に係る木材利用、姉妹・友好都市での環境学
習事業などに活用。

都市計画税の使い道
予算額：27億5,112万円
使い道：�都市計画事業およびこれまでに都市計画事業を実施するときに

借り入れた地方債の償還など。
なお、令和７年度からは、「都市計画事業基金」を都市計画事業
に活用。

その他の依存財源　
95億5,493万円（４万6,137円） 10.4％
その他の使い方が定められていない
国や東京都からの交付金など

市債
33億7,800万円（１万6,311円） 3.7％
都市計画街路など
建設事業などのための借入金		

地方交付税 
33億8,800万円（１万6,359円） 3.7％
使い方が定められていない
国からの交付金

都支出金
159億9,254万円（７万7,222円） 17.5％
使い方が定められている
東京都からの補助金や負担金

国庫支出金　
177億3,268万円（８万5,625円） 19.4％
使い方が定められている
国からの補助金や負担金

その他の自主財源
25億9,552万円（１万2,533円） 2.8％
保育料・施設の使用料・ごみ収集手数料など

繰入金
20億9,995万円（1万140円）
2.3％
基金(市の貯金)などから
繰り入れるお金

市税
367億1,698万円

（17万7,294円） 40.1％
市民税などの
納めていただく税金

民生費
508億2,667万円

（24万5,424円） 55.6％
福祉サービスの提供のために

〈民生費〉児童福祉費
224億190万円

（10万8,171円） 24.5％
子どもの福祉のために

その他
９億9,732万円（4,816円） 1.2％
議会運営や農商工業の発展などのために

消防費
29億5,233万円（１万4,256円） 3.2％
防災対策などのために

公債費
44億754万円（２万1,282円） 4.8％
借入金の返済のために

土木費
57億9,491万円（２万7,982円） 6.3％
道路や公園などを整備するために

衛生費
65億1,836万円（３万1,475円） 7.1％
ごみ収集や健康のために

総務費
90億7,799万円（４万3,834円） 9.9％
行政運営やコミュニティの
推進などのために

教育費
108億8,348万円（５万2,553円） 11.9％
教育やスポーツの充実のために

〈民生費〉生活保護費
82億9,935万円（４万75円） 9.1％
生活保護のために

〈民生費〉社会福祉費
201億2,542万円（９万7,179円） 22.0％
高齢者や障害のある方への福祉サービスや
その他の福祉のために

歳 出歳 入   

歳入 914億5,860万円（市民1人当たり44万1,622円） 歳出 914億5,860万円（市民１人当たり44万1,622円）

共通 ●SDGsプラットフォームの運営
●田無第三中学校校舎等建替及び都市計画制度を活用したまちづくり

総務費
●シティプロモーションの推進による本市の魅力発信
●平和事業の推進
●マイナンバーカード専用窓口開設と事前予約制導入による受付体制の強化

民生費

●高齢者聞こえのコミュニケーション支援事業
●障害特性に応じたコミュニケーション手段が尊重される地域づく
りの推進

●子供の医療費助成制度のＰＭＨ連携を導入
●若者への経済支援策の実施　
●こども誰でも通園制度の実施
●ベビーシッター利用支援事業の実施
●中高生特化型児童館の整備

衛生費 ●多胎児家庭支援事業の実施
●ゼロカーボンシティを目指す地球温暖化対策事業の実施

農林費・商工費
●農地環境の整備　●商店街活性化推進事業の拡充
●ＤＸ化推進事業の実施　
●ハンサムママプロジェクト10周年記念イベント等の実施

土木費
●鉄道の連続立体交差化に向けた取組
●西東京都市計画道路の整備
●雨水溢

いっ

水
すい

対策事業の推進
消防費 ●消防団分団詰所の建替事業の実施

教育費

●スクールソーシャルワーカーの増員
●（仮称）西東京市特別支援教育推進計画の策定
●小・中学校教室空調環境の改善
●給食室の環境整備　●私立学校等給食費補助事業の実施
●保谷第一小学校校舎等建替
●文化財の保存・活用事業の充実

令和８年度の主要な事業

自主財源
414億1,246万円

（19万9,966円） 45.3％
市の権限で収入できる財源

令 和８年度予算が成立しました

▲

財政課n
　p042－460－9802

（前年度当初予算比  27億6,451万円・3.1％増）一般会計 914億5,860万円 ※補正予算（第１号・第２号）を
反映後の金額

凡例 a日時  b場所  c内容  d対象  e定員  f講師  g料金（記載がない場合は無料）  h持ち物  i申込  j問い合わせ  n田無庁舎敷地内  o保谷庁舎敷地内

令和８年（2026年）４月15日号6 広報


